
 

 

平成 30年 10月 1日 

 

橿原市長 

森下 豊 様 

 

橿原市市有施設再配置検討審議会 

会長 赤﨑 弘平 

 

 

答 申 書 

 

 

平成 29年 4月 20日付で諮問されました橿原市市有施設の再配置に係る施設分類別

基本的方針について、本審議会において計７回にわたり慎重に審議を重ねた結果、別

添「施設分類別基本的方針」をもって答申と致します。 

 

橿原市においては、昭和 40 年代から 50 年代にかけて多くの公共施設が整備され、

今後、一斉に大規模改修や建替え等の更新を迎えることとなります。しかし、その一

方で、人口減少や少子高齢化等に伴い財政状況が厳しさを増すと予測され、このまま

では公共施設を適正に維持することが難しく、また、更新費用等が市の財政を圧迫し、

市民サービスの低下も懸念されます。これらの課題に対応するためには、施設分類別

基本的方針に基づき、施設の縮減を含む適正管理を着実に進めることが必要となりま

す。 

しかし、多くの公共施設は市民サービスの場のみではなく、地域コミュニティーの

核としての一面を持ち合わせています。本方針を進めるにあたっては、公共施設の廃

止や統合だけに主眼を置くのではなく、市民へのわかりやすい説明を十分に行いなが

ら計画を進め、次世代の負担を軽減するとともに、本来の行政サービスの向上を目指

し、安全で安心して利用できる公共施設となるよう、適正な管理を進めることを望み

ます。  
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